
新聞等 新聞日付 調査概要 調査期間 調査方法 質問内容

原発は減らすべきだ 原発は全て廃止すべき
だ

41.00% 13.00%

減らす方がよい やめるべきだ

30.00% 11.00%

減らすべきだ 全てなくすべきだ

44.00% 15.00%

減らすべきだ 直ちに廃止すべきだ

47.00% 6.00%

原発は減らすべきだ
原発は全て廃止すべき
だ

47.00% 12.00%

賛成

74.00%

大いに不安を感じる ある程度不安を感じる

65.10% 28.50%
国の原子力安全規制
の体制が信頼出来な
い

電力会社など事業者の
安全意識が足りない

国や電力会社の情報
が信用出来ない

58.70% 47.50% 51.10%

直ちに全て廃炉
定期検査に入ったもの
から廃炉

電力需要に応じて廃炉
を進める

9.40% 18.70% 53.70%

原発を減らすべきだ 原発は全て廃止すべき
だ

45.00% 17.00%

大いに感じる ある程度感じる

44.00% 45.00%

廃止

66.00%

反対

65.00%

減らす方がよい やめるべきだ

39.00% 14.00%

反対

46.00%

賛成 どちらかといえば賛成

31.60% 38.70%

今すぐ廃止すべきだ
時間をかけて減らすべ
きだ

11.00% 74.00%
生活程度は低くなって
も、電力の消費を少なく
すべきだ

65.00%
危険性の高いものから
運転を停止し、少しづ
つ数を減らす

できるだけ早く全て停
止する

60.00% 12.00%

反対

48.00%
これからも続けようと思
う

86.00%

減らすべきだ 全て廃止すべきだ

42.30% 24.30%
太陽光や風力などの再
生可能な自然エネル
ギー

水力 天然ガス 原子力

65.70% 7.90% 7.00% 5.90%

大いに感じる ある程度感じる

48.70% 37.10%

福島原発事故のニュースを聞いて、あなたは何を
強く感じましたか。二つまでお答えください。

あなたは定期検査中のものを含め既設の原発をど
うすべきだと思いますか。

あなたは，福島第一原発以外の原発でも，付近の
住民が避難するような事故が起きる不安を，どの
程度感じますか。

世論調査 2011/10/28～30
放送研究と調
査（NHK） 2012/01

世論調査

全国定例世論調査

7/9・10

10/15・16

7/23・24

8/20・21

9/2～4

毎日

毎日 2011/09/20

5/13～15

2011/05/16

2011/05/16

6/11・12

全国世論調査

毎日

2011/05/16

2011/06/14

2011/06/19

2011/04/18

2011/04/18

朝日

毎日

北陸中日

読売

2011/07/25

コンピューターで無作為に数字を組み合わせて作った電話番号を使うRDS法で調査。この
際、岩手、宮城、福島3県の沿岸部など、東日本大震災による被害が大きかった市区町村の
電話番号は除いた。有権者のいる1507世帯から、931人の回答を得た。回答率は62％。

コンピューターで無作為に数字を組み合わせて作った電話番号を使うRDS法で調査した。こ
の際、岩手、宮城、福島3県の沿岸部など、東日本大震災による被害が大きかった市区町村
の電話番号は除いた。有権者のいる1517世帯から、1043人の回答を得た。回答率は69％。

全国の有権者を対象に14・15両日、コンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかけ
るRDD法で実施。実際に有権者がいる世帯にかかったのは1443件、うち1013人から回答を
得た。東日本大震災の被災地のうち、岩手、宮城、福島の3県で被害の大きかった一部地域
は調査対象から除いた。

コンピューターで無作為に作成した番号に電話をかけるRDD方式。有権者在住が判明した
1723世帯の中から1073人の有権者の回答を得た。回答率62％。

4/16・17世論調査

全国世論調査

世論調査

4/16・17

福井県世論調査

全国世論調査

世論調査

全国世論調査

全国世論調査

コンピューターで無作為に作成した番号に調査員が電話をかける「朝日RDD」方式で、全国
の有権者を対象に調査した（東日本大震災で被災した岩手、宮城、福島3県の一部を除く）。
世帯用と判明した番号は3394件、有効回答は1980人。回答率58％。定例全国世論調査

日本世論調査会全国世論調査

全国世論調査

5/14・15

5/14・15

6/11・12

福井県内を対象に電話による世論調査

コンピューターで無作為に作成した番号に調査員が電話をかける「朝日RDD」方式で、全国
の有権者を対象に調査した（東日本大震災で被災した岩手、宮城、福島3県の一部を除く）。
世帯用と判明した番号は3312件、有効回答は1920人。回答率58％。

7/9・10

原子力発電は今後どうしたらよいか

原発に頼っている日本のエネルギー政策をどう思
いますか。

原子力発電に頼る日本のエネルギー政策は？

今後の国内の原子力発電所についてどう思います
か。

今後、国内の原子力発電所をどうすべきか

全国の有権者を対象に、コンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかけるRDD法で
実施。実際に有権者がいる世帯にかかったのは1448件、うち1014人から回答を得た。東日
本大震災の被災地のうち、岩手、宮城、福島の3県で被害の大きかった一部の地域を除く。

電話法（RDD追跡法）。調査相手：全国20歳以上2620人。調査回答数：1775人。調査回答率
67.7％。

県内の原発で大きな事故が起きる不安をどの程度
感じますか

原子力発電を利用することに、賛成ですか。反対で
すか

あなたは、今後、国内の原子力発電所をどうすべき
だと思いますか。

あなたは，今後発電に使うエネルギー源は，何を最
も増やすべきだと思いますか。

代わりに新しい原発を作ることについて

県内の原発の今後について

原子力発電を利用することに賛成ですか。反対で
すか。

2011/08/22

30年超の原発について廃止したほうがいいか、安
全対策を施して運転延長をしてもかまわないか

コンピューターで無作為に作成した番号に調査員が電話をかける「朝日RDD」方式で、全国
の有権者を対象に調査した。（福島県の一部を除く）。世帯用と判明した番号は3158件。有効
回答は1867人。回答率は59％。朝日

朝日

朝日

北陸中日

2011/10/17

2011/07/12

2011/07/12

原子力発電を段階的に減らし、将来は、やめること
に賛成ですか。反対ですか。

あなたは東京電力福島第一原子力発電所事故で、
原子力発電について不安を感じますか。

北陸中日

毎日 2011/07/04

コンピューターで無作為に数字を組み合わせて作った電話番号を使うRDS法で調査した。こ
の際、岩手、宮城、福島3県の沿岸部など、東日本大震災による被害が大きかった市区町村
の電話番号は除いた。有権者のいる1544世帯から、1129人の回答を得た。回答率は73％。

原子力発電に頼っている日本のエネルギー政策を
どう思いますか。

朝日

7/2・3

層別2段階無作為抽出で選んだ、東日本大震災による被害が大きかった、岩手、宮城、福島
3県を除く全国285地点の20才以上（9/30現在）の男女4378人を対象に面接調査した。回答
者2413人、回答率55％。

脱原発の考えに賛成ですか、それとも反対です
か。

原子力発電所を今後、どうすべきですか？

「生活程度を維持するために、電力の供給を増や
すべきだ」という意見と、「生活程度は低くなっても、
電力の消費を少なくすべきだ」という意見のどちら
に賛成ですか。

日本の原子力発電を、今後、どうすべきだと思いま
すか。

この夏の程度の節電なら、電力不足かどうかにか
かわらず、これからも続けようと思いますか。節電
を気にせず生活しようと思いますか。



余り信頼していない 信頼していない

47.70% 21.60%

賛成 反対

45.20% 11.60%

減らすべきだ すべて廃止すべきだ

50.70% 20.30%

あまり信頼していない まったく信頼していない

50.60% 25.00%

大いに感じる ある程度感じる

37.70% 47.80%
どちらかといえば、そう
思う

どちらかといえば、そう
思わない

48.60% 19.40%
太陽光や風力などの再
生可能な自然エネル
ギー

75.10%

賛成

66.00%

不安を感じている
ある程度不安を感じて
いる

56.80% 31.10%

賛成 どちらかといえば賛成

43.70% 35.90%

信頼する 信頼しない

16.00% 76.00%

受け入れられる

76.90%

徐々に減らし将来的に
は全て廃止すべきだ

直ちに廃止すべきだ

74.00% 11.00%

賛成

80.00%

すぐに 5年以内 10年以内 20年以内 40年以内
40年より先(2)及び将来
もやめない(8)

16.00% 21.00% 21.00% 16.00% 6.00% 10.00%

原発0％の案 原発15％の案 原発20～25％の案

49.00% 29.00% 12.00%

負担が大きくなっても良い 少しぐらいの負担なら良い 余り負担はしたくない 絶対に負担はしたくない

7.00% 48.00% 29.00% 11.00%

1　　　　2 3 4 5 6 7

9％　　　7％ 10.00% 30.00% 18.00% 10.00% 13.00%

1　　　　2 3 4 5 6 7

1％　　　1％ 2.00% 13.00% 11.00% 15.00% 54.00%

1　　　　2 3 4 5 6 7

1％　　　1％ 1.00% 7.00% 7.00% 14.00% 69.00%

1　　　　2 3 4 5 6 7

1％　　　0％ 1.00% 6.00% 7.00% 13.00% 72.00%

大いにある ある程度ある

36.00% 49.00%

世論調査 2011/12/3～11

調査方法：配布回収法。調査対象：全国の16才以上の国民。調査相手：住民基本台帳から
層化無作為２段抽出3600人（12人×300地点）。調査有効数（率）：2579人（71.6％）。

あなたは，発電に使うエネルギーは，今後どれの割
合を最も増やすべきだと思いますか。

　「生活水準を下げることになっても，電力の消費
量を少なくすべきだ」という考え方があります。あな
たは，これについてどう思いますか。

あなたは，原子力発電所に関する国の安全管理を
信頼していますか，それとも信頼していませんか。

あなたは，原子力発電所で，その周辺の住民に影
響を及ぼすような事故が起きるかもしれないという
不安を感じていますか，それとも感じていません
か。

あなたは，原子力発電所を今後どうすべきだと思い
ますか。

あなたは，今より不便になっても，電気の使用量を
減らす生活に変えるべきだという考え方に賛成です
か。反対ですか。

あなたは，国の原発に関する安全管理を，どの程
度信頼していますか。

放送研究と調
査（NHK） 2012/06

電話による聞き取り調査（RDD方式）
・全国20歳以上の男女。・有効回答数：1200。最大想定誤差：±2.8％

政府がまとめた原発再稼働のための新たな基準を
あなたは信頼しますか、しませんか。

TBS 2012/08 世論調査 8/4・5

電話による聞き取り調査（RDD方式）
・全国20歳以上の男女。・有効回答数：1205。最大想定誤差：±2.8％

日本国内の原発についてあなたは将来的にどうす
べきだと考えますか。

世論調査

世論調査 5/12・13

世論調査

2/11・12

3/10・11

5/26・27

世論調査

2012/08/28

2012/05/28

2012/03/18

2012/02/14

2012/05

朝日

郵送方式・層化無作為２段抽出法。全国の縮図となるように339の投票区を選び、各投票区の選挙人名
簿から平均９人を抽出、計3000人の有権者を選んだ。7月12日に調査票を発送し、8月20日までに届いた
返送総数2303、有効回答2249、回収率75％。有効回答の内訳は男46％、女54％、20代10％、30代
15％、40代16％、50代16％、60代20％、70代16％、80歳以上7％。

北陸中日

北陸中日

朝日

TBS

震災1年全国世論調査

原子力発電を段階的に減らし、将来はやめること
に賛成ですか。反対ですか

原発を段階的に減らし将来はやめることについて

原子力発電所の設備の安全対策が不安だ（「強く
そう思う」場合を7，「まったくそう思わない」を1，ちょ
うど中間を4とすると、あなたの考えの強さはどのく
らいですか）

原発の発電がなくなって電力供給が減っています。
これまでの暮らし、ライフスタイルに比べ、不便にな
ることが考えられます。あなたは、これまでの暮ら
し、ライフスタイルに比べ、不便になることを受け入
れられますか、受け入れられませんか。

コンピューターで無作為に作成した番号へ電話をかけるRDD法でで実施した。但し、東京電
力福島第一原発事故で警戒区域などに指定された福島県の一部地域を調査対象から除い
た。実際に有権者がいる世帯にかかったのは1430件、うち1013人から回答を得た。

あなたは東電福島第一原発以外の日本国内の原
発に不安を感じていますか、感じていませんか。

コンピューターで無作為に作成した番号に調査員が電話をかける「朝日RDD」方式で、全国
の有権者を対象に調査した。（福島県の一部を除く）。世帯用と判明した番号は3014件。有効
回答は1741人。回答率は58％。

層化二段無作為抽出法により、1億人余の有権者の縮図となるように、全国250地点から20才以上の男女
3000人を調査対象者に選び、調査員がそれぞれ直接面接して答えてもらった。転居、旅行などで会えな
かった人を除き1877人から回答を得た。回収率は62.6％で、回答者の内訳は男性49.7％、女性50.3％。東
日本大震災の被災地のうち、4件について被害の大きかった一部地域を調査対象から除いた。

原発事故が起きた時の政府や電力会社の対応能
力が不安だ（「強くそう思う」場合を7，「まったくそう
思わない」を1，ちょうど中間を4とすると、あなたの
考えの強さはどのくらいですか）

原発事故が起きた時の放射能の影響が不安だ
（「強くそう思う」場合を7，「まったくそう思わない」を
1，ちょうど中間を4とすると、あなたの考えの強さは
どのくらいですか）

旧ソ連のチェルノブイリ原発や福島第一原発で起き
たような深刻な原発事故が日本で今後、起きる可
能性がどの程度あると思いますか

原発への依存度を段階的に下げ、将来は原発をな
くす「脱原発」という考え方について。

原子力発電を全面的にやめるとしたらいつごろが
適当だと思いますか

2030年に電力に占める原発の割合を0％にするた
めに、電気料金の追加負担が必要になるとしたら
どう思いますか。

原発を運転しないと電気代の上昇が心配だ（「強く
そう思う」場合を7，「まったくそう思わない」を1，ちょ
うど中間を4とすると、あなたの考えの強さはどのく
らいですか）

政府は今後のエネルギー政策を決めるにあたり、
2030年の電力の割合について①～③の案を示しま
した。考えに最も近いものに１つだけマルをつけて
下さい。



支持する

60.00%

脱原発 減原発 原発維持 方向性を示さないもの

　61%　(朝日、毎日、東
京含む) 30.00% 読売と産経の2紙 福島民報と福井の2紙

2030年代より前にゼロ 30年代にゼロ 30年代より後にゼロ

36.00% 15.00% 11.00%

早くやめる 徐々に減らしてやめる 使い続ける

18.00% 66.00% 11.00%

直ちにゼロにする
2030年代より前倒して
ゼロにする

2030年代にゼロにする

14.80% 27.40% 17.60%

9/15・16

H23.3.12～H24.8.4

世論調査

1日夕から2日夜にかけて、コンピューターで無作為に作成した番号に調査員が電話をかける
「朝日RDD」方式で、全国の有権者を対象に調査した（福島県の一部を除く）。世帯用と判明
した番号は1801件、有効回答は942人。回答率52％。

過去の選挙結果がその都道府県に近い市区町村を選んだ上で、全国で300の調査地点を決
定。無作為抽出の電話番号を使い、各調査地点に割り当てた回答数が得られるまで聞き取
りした。回答者の性別年代は偏らないよう割り振った。有効回答数は3600人。

コンピューターで無作為に作成した番号に調査員が電話をかける「朝日RDD」方式で、全国
の有権者を対象に調査した。（福島県の一部を除く）。世帯用と判明した番号は1690件。回答
率は55％。

コンピューターで無作為に数字を組み合わせて作った電話番号を使うRDS法で調査した。福
島第一原発事故で警戒区域などに指定されている市町村の電話番号は除いた。有権者のい
る1544世帯から、969人の回答を得た。回答率は63％。

昨年3月12日から今年（2012年）8月4日までの全国47紙の原発社説を分析

2012/12/03

10/1・2全国緊急世論調査

衆院選世論調査

全国47紙の原発社説の分析

世論調査

毎日 2012/09/17

朝日 2012/10/02

朝日 12/1・2

11/29～12/1

朝日

北陸中日 2012/12/03

2012/10/03

日本の原発政策はどうすべきだと思うか

原子力発電を今後どうしたらよいか

2030年代の原発稼働ゼロ方針について

原発をどうしたらよいと思うか


